	廃止・休止事業年度
	　　　　　年　　　月　　　日　から


（課税番号：　　　　　　　　　　　　決算期：　　　　）
※県税事務所で記入します
事業（廃止・休止）届　兼　現況説明書
	　　　 年　　　 月　　　 日
宮城県　　　　　県税事務所長 殿
	
	本店又は主たる
事務所の所在地
	

	
	
	法人名
	

	
	
	代表者氏名
	

	
	
	連絡先
	(　　　　)


	1
	事業を廃止又は休止した日
	　　　　年　　月　　日
	2
	事業再開の予定
	有　・　無
（有の場合：再開予定日　　　　　年　　月　　日）

	3
	事業を廃止又は休止した理由
	1 事業・経営状況が悪化したため
2 設立登記後，未開業状態となっているため
3 その他（具体的に記載願います）※書き切れない場合や補足事項等がある際は裏面へご記入ください
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4
	事務所又は
事業所の現況
	1 自社所有の事務所又は事業所を売却又は取り壊しにより閉鎖
2 賃貸の事務所又は事業所を契約解除により閉鎖
3 代表者の自宅兼事務所を閉鎖
4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	5
	代表者の現況
	1 会社員等（勤務開始：　　　　年　　月　　日，勤務先名称：　　　　　　　　　　　　）
2 個人事業主
3 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	6
	従業者の現況
	1 以前から代表者のみ
2 　　　　年　　月　　日までに全員退職
3 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	7
	[bookmark: _GoBack]資産の状況
	資産の種類
	資産の有無
	資産の状況（金額・処分状況等）

	
	
	1 不動産
	有　・　無
	

	
	
	2 償却資産
	有　・　無
	

	
	
	3 有価証券
	有　・　無
	

	
	
	4 現金・預金
	有　・　無
	

	
	
	5 その他
	有　・　無
	

	8
	負債の状況
	負債の種類
	負債の有無
	負債の状況（金額・整理状況等）

	
	
	1 借入金
	有　・　無
	

	
	
	2 その他
	有　・　無
	

	9
	税務署への届出
（休止届）
	有　・　無
	無の場合
その理由
	

	10
	添付資料
	· 貸借対照表（又は資産状況がわかるもの）　□　損益計算書（又は収支状況がわかるもの）
· その他記載内容について参考となる資料（通帳の写し，賃貸借契約書等）

	11
	県税の申告納付について
	· 以下の取扱いについて理解し了承した。
・この届出書により直ちに申告納付の義務がなくなるものではありません。
・法人県民税均等割について，原則として月割での申告納付は認められません。
・事業活動を行っていると判断された場合には，さかのぼって課税されることがあります。


次のとおり，法人の事業活動を（　廃止　・　休止　）したので届出します。
